
貸切バス事業者のデジタル式運行記録計
導入ガイド

次世代運行管理・支援システムについての検討会

国土交通省 自動車局 安全政策課



導入ガイドについて

本導入ガイドは、平成２８年１月の軽井沢スキーバス事故の発生

を踏まえ、同年６月に取りまとめられた「安全・安心な貸切バスの

運行を実現するための総合的な対策」に基づき、貸切バス事業者が

高度な運行管理を行うためにデジタル式運行記録計を導入し、更な

る事故防止の取り組み強化に活用していただくことを期待し、主に

デジタル式運行記録計を導入していない貸切バス事業者において、

この導入ガイドを１つの契機として導入の促進が図られることを目

的として作成したものです。

デジタル式運行記録計は、①運転者に対する高度な労務管理、②

運転者に対する高度な安全運転教育、③運転者に対する省エネ運転

の推進を通じた安全運転の促進等、事故防止に対してより一層の効

果が期待できる機器です。

本導入ガイドにより、貸切バス事業者の皆様がデジタル式運行記

録計を積極的に導入し、運行管理の高度化を通じて、事故防止のた

めの取り組みの一助となれば幸いです。
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２．導入ガイド 概要
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貸切バス事業者のデジタル式運行記録計導入ガイド 概要

導入ガイドをご覧頂きたい方

導入ガイドは、デジタル式運行記録計を導入していない貸切バス事業者の方々にご覧頂き、こ
の導入ガイドを１つの契機として導入の促進が図られることを目的として作成したものです。

導入ガイドのコンテンツ

■デジタル式運行記録計の特長

■導入事業者の活用傾向と効果

■導入する時のポイント

■デジタル式運行記録計の活用事例

■参考資料

●連続運転及び危険運転等の状況分析や運転日報の自動作成による事務の効率化を通
じて高度な労務管理や安全運転教育が行えます。

● データの取り扱い方法として、メモリーカード方式とネットワーク通信方式があります。ネ
ットワーク通信方式は、動態管理や軌跡管理を通じてリアルタイムによる指示が可能な
ため、更なる業務の効率化が図れます。

● 事故防止効果という観点においては、安全運転の教育時に活用が約９割、導入効果と
して安全運転を心掛けるようになった等が９割としています。

● 事務の効率化という観点においては、乗務記録作成、拘束時間管理に活用が約８割、
導入効果として事務処理の効率化・省力化が大幅に図れた等が約６割としています。

● 省エネ効果という観点においては、省エネ運転の定期研修時の指導に活用が約８割、
導入効果として省エネ運転を心掛けるようになった等が約９割としています。

● 必要な機能の優先順位を決定し、機能に応じた導入コストを踏まえて機種を選択します。
● 経営者、管理者、運転者の間で共通認識を図ることにより安全対策の取り組みが推進さ
れ、利用者からの信頼向上に繋がり、その結果として企業価値の向上が期待できます。

● 運行記録計に関する関係法令（旅客自動車運送事業運輸規則（抄））
● デジタル式運行記録計の一覧（平成２８年度補助対象機器）

● 車両状況をリアルタイムで把握する機能を活用し、乗務員に対して警報音や音声による
注意喚起を行うことにより事故防止に効果をあげています。

● 安全運転面において優秀な乗務員に表彰や褒賞金を支給する取り組みにより全体的に
安全運転の意識が向上しています。

● 業務支援ソフトとデジタル式運行記録計のデータを連動させて、労務管理上、注意が必
要な乗務員を素早く特定することにより業務の効率化が図っています。
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３．デジタル式運行記録計の特長

（１）活用によってできること
■運転日報（乗務記録）を自動で作成できるため、事務の効率化が
図れます！
⇒速度、時間、距離にかかる情報がデータとして自動で記録され
るため、運転日報への手書きやパソコンで管理している場合に
データの入力作業が不要となります。

■高度な労務管理ができます！
⇒時刻もデータとして自動で記録されるため、過労運転に関係す
る連続運転や休憩時間の取得状況等について精緻に把握・分析
・評価することができます。

■高度な安全運転教育を行うことができます！
⇒運転状況を診断する機能を使って、急加速、急減速等の危険運
転について精緻に把握・分析・評価することができます。

■省エネ運転教育を通じて安全運転の促進を図ることができます！
⇒省エネ運転の状況を診断する機能を使って、急加速、急減速等
に対する省エネ運転教育を行うことにより、安全運転教育の効
果も期待できます。

事務の
効率化

事業上の成果オペレーション上の活用場面

事故発生リ
スクの低減

事故発生リ
スクの低減

・コスト削減
・事故発生リス
クの低減

【活用場面と事業上の成果（例示）】
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運転日報の
自動作成

手書き等の事務
作業が不要

高度な
労務管理

高度な安全
運転教育

省エネ
運転教育

連続運転等の
把握、分析、評価

危険運転の
把握、分析、評価

危険運転の把握、

分析、省エネ運転評価
（安全運転の促進）



３．デジタル式運行記録計の特長

（２）データの取り扱い方法

■メモリーカード方式

・車載器のメモリーカードを取り出し、事務所のパソコン（専用解析

ソフト搭載）を使ってデータを取得することにより管理帳票（乗務

記録、乗務割等）を自動で作成することができます。

■ネットワーク通信方式

・車載器からインターネットを介してリアルタイムでデータをサーバ

ーに保存し、一方で事務所のパソコンからインターネットを介して

サーバーにアクセスし管理帳票を自動で作成することができます。

・動態管理（リアルタイムの情報把握）や軌跡管理（地図上の実走行

ルートの把握）を通じてリアルタイムによる指示が可能となり、業

務の効率化が図れます。

・車載器からメモリーカードを取り出し、事務所のパソコンを使って

データを取得するという作業の一連の流れが不要です。

・インターネットに繋がるパソコンがあれば運行管理を行えるため、

専用解析ソフトが不要です。

・車載器からサーバーまでの間の通信費の負担が必要です。

※デジタル式運行記録計の機能に加えて運転状況を録画できる機能を有
する映像記録型ドライブレコーダーとの一体型もあります。

【メモリーカード方式】

事務所

サーバー

車両

メモリーカードを事務所のパ
ソコンに差し込みデータ取得

事務所車両

【ネットワーク通信方式】

管理
帳票

インターネット

管理
帳票

車載器からインターネットを介し
てサーバーにデータを蓄積し事
務所のパソコンでアクセス

自動作成

自動作成
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４．導入事業者の活用傾向と効果

（１）事故防止効果（まとめ）

78.6%

88.1%

83.3%

14.3%

9.5%

13.1%

7.1%

2.4%

3.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

点呼

時

教育

時

事故

分析
活用している 活用できていない 不明（無回答）

58.8%
35.0%

6.2%

安全運転を心掛けるようになった

安全運転を少し心掛けるようになった

変わらない

58.5%
31.7%

9.8%

事故件数が減少した
事故件数が変わらない
不明

47.9%
29.2%

6.3%
12.5%

4.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

２０％以下

２１％～４０％

４１％～６０％

６１％～８０％

８１％～１００％

導入効果（安全運転意識）
【全体 n=80（有効回答）】

導入効果（事故件数）
【全体 n=82（有効回答）】

活用状況【全体 n=84】 事故減少率【全体 n=48】

出所：Ｈ２８公益財団法人 日本自動車輸送技術協会実態調査による。
５

■全体の状況（活用状況：回答８４ 事故減少率：回答４８）
＜活用状況＞
・貸切バス事業者において安全運転教育を行うにあたり、デジタル式運行記録計のデータ
を「教育時」に活用しているが約９割、「事故分析、点呼時」に活用しているが約８割
と、積極的に活用している。導入効果としては「安全運転を心掛けるようになった、安
全運転を少し心掛けるようになった」が約９割としている。

＜事故減少率＞
・約６割の貸切バス事業者が「事故件数が減少した」と回答し、そのうち約５割の事業者
において事故件数が１％～２０％の間の減少としている。

□保有台数１０両以下（活用状況：回答６ 事故減少率：回答３）
＜活用状況＞「教育時、事故分析」に活用しているが約８割。
＜事故減少率＞約５割の貸切バス事業者が「事故件数が減少した」と回答し、そのうち全て

の事業者において事故件数が１％～２０％の間の減少としている。
□保有台数１１両～３０両（活用状況：回答５１ 事故減少率：回答３１）
＜活用状況＞「教育時」に活用しているが最も多く約９割。
＜事故減少率＞約６割の貸切バス事業者が「事故件数が減少した」と回答し、そのうち約４

割の事業者において事故件数が１％～２０％の間の減少としている。
□保有台数３１両～５０両（活用状況：回答１４ 事故減少率：回答９）
＜活用状況＞回答した全ての貸切バス事業者が「点呼時」に活用している。
＜事故減少率＞約６割の貸切バス事業者が「事故件数が減少した」と回答し、そのうち約７

割の事業者において事故件数が１％～２０％の間の減少としている。
□保有台数５１両以上（活用状況：回答１３ 事故減少率：回答５）
＜活用状況＞「点呼時、教育時、事故分析」に活用しているが約８割。
＜事故減少率＞約４割の貸切バス事業者が「事故件数が減少した」と回答し、そのうち６割

の事業者において事故件数が１％～２０％の間の減少としている。

＜全体の状況＞



４．導入事業者の活用傾向と効果

＜保有台数１０両以下＞

導入効果（事故件数）
【保有台数11両～30両 n=50（有効回答）】

62.0%

30.0%

8.0%

事故件数が減少した

事故件数が変わらない

不明

導入効果（安全運転意識）
【保有台数11両～30両 n=51】

活用状況【保有台数11両～30両 n=51】 事故減少率【保有台数11両～30両 n=31】

72.5%

90.2%

82.4%

19.6%

7.8%

13.7%

7.8%

2.0%

3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

点呼

時

教育

時

事故

分析
活用している 活用できていない 不明（無回答）

35.5%
32.3%

9.7%
19.4%

3.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

２０％以下

２１％～４０％

４１％～６０％

６１％～８０％

８１％～１００％

出所：Ｈ２８公益財団法人 日本自動車輸送技術協会実態調査による。 ６

＜保有台数１１両～３０両以上＞

66.7%

83.3%

83.3%

33.3%

16.7%

16.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

点呼

時

教育

時

事故

分析 活用している 活用できていない

活用状況【保有台数10両以下 n=6】

100.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

２０％以下

２１％～４０％

４１％～６０％

６１％～８０％

８１％～１００％

50.0%

16.7%

33.3%

事故件数が減少した
事故件数が変わらない
不明

事故減少率【保有台数10両以下 n=3】

導入効果（安全運転意識）
【保有台数10両以下 n=5（有効回答）】

導入効果（事故件数）
【保有台数10両以下 n=6】

40.0%

40.0%

20.0%

安全運転を心掛けるようになった

安全運転を少し心掛けるようになった

変わらない

58.8%
33.3%

7.8%

安全運転を心掛けるようになった
安全運転を少し心掛けるようになった
変わらない



４．導入事業者の活用傾向と効果

＜保有台数３１両～５０両＞

活用状況【保有台数51両以上 n=13】 事故減少率【保有台数51両以上 n=5】

84.6%

84.6%

84.6%

7.7%

7.7%

15.4%

7.7%

7.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

点呼

時

教育

時

事故

分析
活用している 活用できていない 不明（無回答）

60.0%
40.0%

0.0%
0.0%
0.0%

-10.0% 10.0% 30.0% 50.0% 70.0%

２０％以下

２１％～４０％

４１％～６０％

６１％～８０％

８１％～１００％

41.7%

50.0%

8.3%

事故件数が減少した
事故件数が変わらない
不明

導入効果（安全運転意識）
【保有台数51両以上 n=11（有効回答）】

導入効果（事故件数）
【保有台数51両以上 n=12（有効回答）】

出所：Ｈ２８公益財団法人 日本自動車輸送技術協会実態調査による。
７

64.3%

28.6%

7.1%

事故件数が減少した
事故件数が変わらない
不明

活用状況【保有台数31両～50両 n=14】 事故減少率【保有台数31両～50両 n=9】

100.0%

85.7%

85.7%

14.3%

14.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

点呼

時

教育

時

事故

分析
活用している 活用できていない

66.7%
22.2%

0.0%
0.0%

11.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

２０％以下

２１％～４０％

４１％～６０％

６１％～８０％

８１％～１００％

導入効果（安全運転意識）
【保有台数31両～50両 n=13（有効回答）】

導入効果（事故件数）
【保有台数31両～50両 n=14】

＜保有台数５１両以上＞

53.8%

46.2%

0.0%

安全運転を心掛けるようになった
安全運転を少し心掛けるようになった
変わらない

72.7%

27.3%

0.0%

安全運転を心掛けるようになった
安全運転を少し心掛けるようになった
変わらない



４．導入事業者の活用傾向と効果

（２）事務の効率化（まとめ）

出所：Ｈ２８公益財団法人 日本自動車輸送技術協会実態調査による。 ８

■全体の状況（活用状況：回答８４）
＜活用状況＞
・貸切バス事業者において事務処理を行うにあたり、デジタル式運行記録計のデータを活
用しての「乗務記録作成、拘束時間管理」が約８割、「運行実績（稼働率）作成」が約
７割と、積極的に活用している。導入効果としては事務処理の「効率化・省力化」が大
幅に図れた又は少し図れたが約６割、「事務要員の減少」が大幅に図れた又は少し図れ
たが約３割としている。

□保有台数１０両以下（活用状況：回答６）
＜活用状況＞「乗務記録作成」が約８割、「運行実績（稼働率）作成、拘束時間管理」が約

７割。
□保有台数１１両～３０両（活用状況：回答５１）
＜活用状況＞「拘束時間管理、乗務記録作成、運行実績（稼働率）作成」が約７割。
□保有台数３１両～５０両（活用状況：回答１４）
＜活用状況＞「乗務記録作成」が約９割、「拘束時間管理」が約８割、「運行実績（稼働率

）作成」が約７割。
□保有台数５１両以上（活用状況：回答１３）
＜活用状況＞「運行実績（稼働率）作成、乗務記録作成、拘束時間管理」が約８割。

75.0%

40.5%

71.4%

75.0%

44.0%

23.8%

56.0%

23.8%

21.4%

50.0%

1.2%

3.6%
4.8%

3.6%

6.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

乗務記録作成

乗務割作成

運行実績（稼働率）作成

拘束時間管理

経理事務

活用している 活用していない 無回答

事務処理への活用状況【全体 n=84】

導入効果【全体 n=84】

＜全体の状況＞

25.0%

2.4%

39.3%

32.1%

29.8%

57.1%

6.0%

8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効率化・省力化

事務要員の減少

大幅に図れた 少し図れた 変わらない 不明（無回答）



４．導入事業者の活用傾向と効果

＜保有台数１０両以下＞

事務処理への活用状況【保有台数11両～30両 n=51】

導入効果【保有台数11両～30両 n=51】

68.6%

43.1%

68.6%

74.5%

35.3%

31.4%

54.9%

27.5%

21.6%

58.8%

2.0%

3.9%

3.9%
5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

乗務記録作成

乗務割作成

運行実績（稼働率）作成

拘束時間管理

経理事務

活用している 活用していない 無回答

出所：Ｈ２８公益財団法人 日本自動車輸送技術協会実態調査による。 ９

＜保有台数１１両～３０両＞

83.3%

66.7%

66.7%

33.3%

16.7%

83.3%

16.7%

33.3%

50.0%

16.7%

16.7%

16.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

乗務記録作成

乗務割作成

運行実績（稼働率）作成

拘束時間管理

経理事務

活用している 活用していない 無回答

事務処理への活用状況【保有台数10両以下 n=6】

導入効果【保有台数10両以下 n=6】

0.0%

0.0%

66.7%

16.7%

16.7%

50.0%

16.7%

33.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効率化・省力化

事務要員の減少

大幅に図れた 少し図れた 変わらない 不明（無回答）

23.5%

3.9%

39.2%

33.3%

35.3%

58.8%

2.0%

3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効率化・省力化

事務要員の減少

大幅に 少し 変わらない 不明（無回答）



４．導入事業者の活用傾向と効果

＜保有台数３１両～５０両＞

事務処理への活用状況【保有台数51両以上 n=13】

導入効果【保有台数51両以上 n=13】

出所：Ｈ２８公益財団法人 日本自動車輸送技術協会実態調査による。 １０

76.9%
53.8%

84.6%
76.9%

69.2%

15.4%
38.5%

7.7%
15.4%

23.1%

7.7%
7.7%
7.7%
7.7%
7.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

乗務記録作成

乗務割作成

運行実績（稼働率）作成

拘束時間管理

経理事務

活用している 活用していない 無回答

事務処理への活用状況【保有台数31両～50両 n=14】

導入効果【保有台数31両～50両 n=14】

92.9%

35.7%

71.4%

78.6%

57.1%

7.1%

64.3%

28.6%

21.4%

42.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

乗務記録作成

乗務割作成

運行実績（稼働率）作成

拘束時間管理

経理事務

活用している 活用していない

＜保有台数５１両以上＞

35.7%

0.0%

28.6%

21.4%

28.6%

71.4%

7.1%

7.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効率化・省力化

事務要員の減少

大幅に 少し 変わらない 不明（無回答）

30.8%

0.0%

38.5%

46.2%

15.4%

38.5%

15.4%

15.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効率化・省力化

事務要員の減少

大幅に 少し 変わらない 不明（無回答）



４．導入事業者の活用傾向と効果

（３）省エネ効果（まとめ）

45.1%

43.9%

11.0%

省エネ運転を心掛けるようになった

省エネ運転を少し心掛けるようになった

変わらない

活用状況【全体 n=84】 燃費改善率【全体 n=60】

65.5%

78.6%

70.2%

32.1%

19.0%

28.6%

2.4%

2.4%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

点呼時の指導

定期研修時の指導

燃費解析

実施している 実施していない 無回答

41.7%
38.3%

10.0%
5.0%

1.7%
0.0%

3.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

５％以下

６％～１０％

１１％～１５％

１６％～２０％

２１％～２５％

２６％～３０％

３１％以上

導入効果（省エネ運転意識）
【全体 n=82（有効回答）】

72.3%

20.5%

7.2%

改善した

変わらない

不明

導入効果（燃費改善）
【全体 n=83（有効回答）】

出所：Ｈ２８公益財団法人 日本自動車輸送技術協会実態調査による。 １１

■全体の状況（活用状況：回答８４ 燃費改善率：回答６０）
＜活用状況＞
・貸切バス事業者において省エネ運転の指導を行うにあたり、デジタル式運行記録計のデータ
を「定期研修時の指導」に活用しているが約８割、「点呼時の指導、燃費解析」に活用して
いるが約７割と、積極的に活用している。導入効果としては「省エネ運転を心掛けるように
なった、省エネ運転を少し心掛けるようになった」が約９割としている。

＜燃費改善率＞
・約７割の貸切バス事業者が燃費が「改善した」と回答し、そのうち約８割の事業者において
燃費が１％～１０％改善としている。

□保有台数１０両以下（活用状況：回答６ 燃費改善率：回答４）
＜活用状況＞「定期研修時の指導」に活用しているが最も多く約８割。
＜燃費改善率＞「改善した」と回答した貸切バス事業者のうち１％～１０％改善した事業者

は約８割。
□保有台数１１両～３０両（活用状況：回答５１ 燃費改善率：回答３１）
＜活用状況＞「定期研修時の指導、燃費解析」に活用しているが約７割。
＜燃費改善率＞「改善した」と回答した貸切バス事業者のうち１％～１０％改善した事業者

は約７割。
□保有台数３１両～５０両（活用状況：回答１４ 燃費改善率：回答１４）
＜活用状況＞「点呼時の指導、定期研修時の指導」に活用しているが約９割。
＜燃費改善率＞「改善した」と回答した貸切バス事業者のうち１％～１０％改善した事業者

は約９割。
□保有台数５１両以上（活用状況：回答１３ 燃費改善率：回答１１）
＜活用状況＞「定期研修時の指導」に活用しているが最も多く約８割。
＜燃費改善率＞「改善した」と回答した貸切バス事業者のうち１％～１０％改善した事業者

は約９割。

＜全体の状況＞



４．導入事業者の活用傾向と効果

＜保有台数１０両＞

60.8%

31.4%

7.8%

改善した
変わらない
不明

活用状況【保有台数11両～30両 n=51】 燃費改善率【保有台数11両～30両 n=31】

導入効果（省エネ運転意識）
【保有台数11両～30両 n=51】

導入効果（燃費改善）
【保有台数11両～30両 n=51】

60.8%

72.5%

72.5%

37.3%

25.5%

27.5%

2.0%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

点呼時の指導

定期研修時の指導

燃費解析

実施している 実施していない 無回答

35.5%
38.7%

12.9%
9.7%

0.0%
0.0%

3.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

５％以下

６％～１０％

１１％～１５％

１６％～２０％

２１％～２５％

２６％～３０％

３１％以上

47.1%

39.2%

13.7%

省エネ運転を心掛けるようになった

省エネ運転を少し心掛けるようになった

変わらない

出所：Ｈ２８公益財団法人 日本自動車輸送技術協会実態調査による。 １２

＜保有台数１１両～３０両＞

66.7%

33.3%

改善した

不明

40.0%

40.0%

20.0%

省エネ運転を心掛けるようになった

省エネ運転を少し心掛けるようになった

変わらない

33.3%

83.3%

33.3%

66.7%

16.7%

66.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

点呼時の指導

定期研修時の指導

燃費解析

実施している 実施していない

活用状況【保有台数10両以下 n=6】 燃費改善率【保有台数10両以下 n=4】

50.0%
25.0%
25.0%

0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

５％以下

６％～１０％

１１％～１５％

１６％～２０％

２１％～２５％

２６％～３０％

３１％以上

導入効果（省エネ運転意識）
【保有台数10両以下 n=5（有効回答）】

導入効果（燃費改善）
【保有台数10両以下 n=6】



４．導入事業者の活用傾向と効果

＜保有台数３１両～５０両＞

活用状況【保有台数51両以上 n=13】 活用状況【保有台数51両以上 n=11】

導入効果（省エネ運転意識）
【保有台数51両以上 n=12（有効回答）】

導入効果（燃費改善）
【保有台数51両以上 n=12（有効回答）】

69.2%

84.6%

61.5%

23.1%

7.7%

30.8%

7.7%

7.7%

7.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

点呼時の指導

定期研修時の指導

燃費解析

実施している 実施していない 無回答

45.5%
45.5%

9.1%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

５％以下

６％～１０％

１１％～１５％

１６％～２０％

２１％～２５％

２６％～３０％

３１％以上

50.0%
41.7%

8.3%

省エネ運転を心掛けるようになった

省エネ運転を少し心掛けるようになった

変わらない

91.7%

8.3%

改善した

変わらない

出所：Ｈ２８公益財団法人 日本自動車輸送技術協会実態調査による。
１３

＜保有台数５１両以上＞

100.0%

改善した

活用状況【保有台数31両～50両 n=14】 燃費改善率【保有台数31両～50両 n=14】

導入効果（燃費改善）
【保有台数31両～50両 n=14】

50.0%
35.7%

0.0%
0.0%

7.1%
0.0%

7.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

５％以下

６％～１０％

１１％～１５％

１６％～２０％

２１％～２５％

２６％～３０％

３１％以上

35.7%

64.3%

省エネ運転を心掛けるようになった

省エネ運転を少し心掛けるようになった

導入効果（省エネ運転意識）
【保有台数31両～50両 n=14】

92.9%

92.9%

85.7%

7.1%

7.1%

14.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

点呼時の指導

定期研修時の指導

燃費解析

実施している 実施していない



５．導入する時のポイント

【導入機種の検討イメージ】

（１）必要とする機種の選択
■デジタル式運行記録計は、多彩な機能を搭載していますが、それ
に伴い導入コストも高くなるため、まずは、運行管理において優
先順位の高い課題を解決するために必要な機能の絞り込みと、そ
の導入コストを踏まえた上で機種を選択することが重要です。

事務の効率化のた
め、運行情報を自動
で集計・保存したい

課題への対応

労務管理の適正化
のため連続運転の
状況等を的確に把

握したい

急加速・急減速
等を減らし、安全
運転を行うよう的
確な指導をしたい

省エネ運転を心
掛けるよう的確
な指導をしたい

運転診断
機能

●必要な機能の
優先順位を決
定
●機能に応じた
導入コストを
踏まえて機種
を選択

省エネ診断
機能

対応するデジタ
ル式運行記録
計の機能

必要な機能
の決定

運行管理
機能

緊急時に速やか
に対応できるよう
移動車両の情報
を把握したい

ネットワーク通信
機能

１４



５．導入する時のポイント

（２）関係者との間で共通認識を図る
■経営者、管理者、運転者は、それぞれ組織内においての立場や視
点が異なることから、デジタル式運行記録計をスムーズに導入す
るためには、その相異があることを踏まえてお互いの立場での考
え方を共通認識することが重要です。

＜関係者の立場・視点＞
①経営者：事業運営上のリスク要因となる事故に対する安全対策

の取り組みを推進します。
②管理者：車両の運行管理を通じて運転者の労務管理等、安全確

保のための業務を行います。
③運転者：安全運転を心掛けながら、決められた運行経路、運行

時間の遵守に努めます。
■関係者間で共通認識を図ることにより、安全対策の取り組みが推
進され、これを契機に顧客からの信頼を得ることに繋がり、その
結果として企業価値の向上が期待できます。

【関係者間の共通認識による企業価値向上】

経営者

管理者

運転者

共通認識

共通認識

１５

共通認識

①安全対策
推進

②顧客の信
頼向上

③企業価値
向上

企 業



６．デジタル式運行記録計の活用事例

１６

デジタル式運行記録計は、連続運転や休憩時間の把握、安全運転の指導教育、省エネ運転の指
導教育など正確な労務管理と安全運転教育に活用できるとともに、事務の効率化も図れること
から、平成２８年７月にデジタル式運行記録計（ドライブレコーダー機能付き）の通信タイプ
を全車両に導入している。

導入の目的

■業態：一般貸切旅客自動車運送事業
■従業員数：約３０人 ■保有車両数：約２０台

導入にあたって苦労した点

一般道、高速道、実車、空車などの車両の運行状況を記録するためのボタン操作について、乗
務員がその使い方に慣れるまでに時間がかかること。

活用内容とその効果

【労務管理における活用内容】
・日単位で連続運転、休憩時間、走行距離などを把握するとともに、週間、月間などのまと
まった期間での時間管理にも活用している。

・車両状況をリアルタイムで把握する機能を活用し、急加速、急減速や速度超過を検知した
場合には、車載器の警報音とあわせて運行管理者から乗務員に対して音声による注意喚起
を行っている。

【活用による具体的な効果】
・運行日報（乗務記録）などの管理帳票が自動で作成されるため、事務の効率化につながっ
ている。

・急加速、急減速や速度超過を検知した場合において、車載器の警報音とあわせて音声によ
る注意喚起を適宜行うことにより、乗務員の安全運転意識の向上が図られ、事故防止に効
果をあげている。

【安全運転教育における活用内容】
毎月の安全運転教育時に安全運転優秀者、省エネ運転優秀者の発表を行うとともに事業所
内に成績表を掲示している。

【活用による具体的な効果】
安全運転優秀者、省エネ運転優秀者の発表を毎月行うことから、乗務員においては運転時
に適度な緊張感が保たれ、また、自覚を持って安全運転や省エネ運転を心掛けるようにな
った。

一般道、高速道、実車、空車などの車両の運行状況を記録するためのボタン操作について、乗
務員が押し間違えや押し忘れをしないように、さらに教育を行っていく。

今後の取り組み・課題

観光、企業送迎、学生送迎、冠婚葬祭送迎など大型観光バスからマイクロバスまでを揃え、幅
広くお客様のニーズに対応するバス事業を行っている。

事業所の特長



６．デジタル式運行記録計の活用事例

１７

アナログ式運行記録計のチャート紙から読み取れる情報では、判断が困難な速度変化や最高速
度の管理に限界を感じ、平成２２年８月からデジタル式運行記録計を全車導入している。

導入の目的

■業態：一般貸切旅客自動車運送事業、特定旅客自動車運送事業
■従業員数：約５０人 ■保有車両数：約３０台

導入にあたって苦労した点

乗務員に対して操作方法を教えることと、デジタル化によって精緻な分析が可能となるが車両
の動態管理を通じた乗務員の常時監視を目的としたものではなく、より安全な運行を確保する
ための必要性について、乗務員の理解を得ること。

活用内容とその効果

【労務管理における活用内容】
乗務員ごとに、乗務記録や乗務割等の管理帳票をデータで管理し、拘束時間や連続運転時
間等を精緻に把握することにより、法令を遵守するとともに過労運転の防止に努めている
。

【活用による具体的な効果】
乗務記録や乗務割等の管理帳票が自動的に作成されるため、事務処理の大幅な効率化によ
り、その他の業務に時間を割くことができるようになった。

【安全運転教育における活用内容】
急発進、急ブレーキ、エンジン回転や速度等を確認し、運転状況に応じた安全運転教育を
行っており、また、デジタル式運行記録計における運転状況を診断する機能を使って、乗
務員の半年ごとの成績表を発表し、上位１０名に表彰と褒賞金の支給を行っている。

【活用による具体的な効果】
安全運転を通じた燃費の向上、丁寧な運転により消耗品であるタイヤの摩耗度の低減、急
発進や急ブレーキ等の運転操作が改善されたことにより事故率の減少につながっている。

平成２９年度は、ドライブレコーダーとデジタル式運行記録計が一体化したモデルを貸切バス
に全車導入し、ワンランク上の管理を行っていく。

今後の取り組み・課題

日中の運行を中心とした貸切バスとその他特定バスを主体として運営しており、グリーンシー
ズン中の５月、６月は修学旅行のお客様、秋の行楽シーズンである１０月と１１月は観光目的
のお客様の利用が多い。

事業所の特長



６．デジタル式運行記録計の活用事例

１８

デジタル式運行記録計から日報・乗車人員票を効率的に作成するため、平成８年から導入を順
次開始し、平成１８年以降は、全車両に導入している。

導入の目的

■業態：一般貸切旅客自動車運送事業
■従業員数：約３００人 ■保有車両数：約２００台

導入にあたって苦労した点

乗務員がボタン操作（空車、実車等）に不慣れなため、押し忘れ等の操作ミスによる情報の修
正を事務職が行うのに時間を要した。

活用内容とその効果

【労務管理における活用内容】
業務支援ソフトとデジタル式運行記録計のデータを連動させて、各乗務員の時間（拘束時
間、連続運転時間、休息期間等）を把握した上で、各乗務員の実労働時間と労働関係法令
における基準との照合を自動で行うことにより、主に労働関係法令を確実に遵守するため
の方策として活用している。

【活用による具体的な効果】
各乗務員の実労働時間と労働関係法令における基準との照合を自動で行うことができるた
め、労務管理上、注意が必要な乗務員を素早く特定することができ、業務の効率化につな
がっている。

【安全運転教育における活用内容】
スピード、急加速、急減速等をデータ管理することにより、各乗務員の運転特性を把握し
、グラフ（会社全体、個人別のデータ対比）を用いて個人指導に活用している。

【活用による具体的な効果】
適切な運転操作を指導することで、速度超過、急発進、急減速（急停止）、アイドリング
等をグラフで表示し、事故防止、燃費改善等に効果が出ている。

・乗務員の負荷になっているボタン操作（空車、実車、高速道路の乗り降り）をできる限り簡
素化。

・労務管理（給料計算含）、健康管理に適したソフト開発、改善を目指す。
・安全運転への評価制度の確立を急ぐ。

今後の取り組み・課題

関東、関西及び中部地区で貸切バスを主体として企業従業員、イベントのお客様の送迎をメイ
ンに行い、一般観光も行っている。

事業所の特長



７．参考資料

（１）運行記録計に関する関係法令

旅客自動車運送事業運輸規則

（昭和三十一年八月一日運輸省令第四十四号）（抄）

（運行記録計による記録）

第二十六条 一般乗合旅客自動車運送事業者及び一般貸切旅客自動車運

送事業者は、事業用自動車の運転者が乗務した場合（路線定期運行又

は路線不定期運行を行う一般乗合旅客自動車運送事業の事業用自動車

にあつては起点から終点までの距離が百キロメートルを超える運行系

統を運行する場合、区域運行を行う一般乗合旅客自動車運送事業の事

業用自動車にあつてはその運行の態様等を考慮して地方運輸局長が認

める場合に限る。）は、当該自動車の瞬間速度、運行距離及び運行時

間を運行記録計により記録し、かつ、その記録を一年間保存しなけれ

ばならない。

２ 事業用自動車の運行の管理の状況等を考慮して地方運輸局長が指定

する地域内に営業所を有する一般乗用旅客自動車運送事業者（当該許

可を受ける個人のみが自動車を運転することにより当該事業を行うべ

き旨の条件の付された一般乗用旅客自動車運送事業の許可を受けた者

（以下「個人タクシー事業者」という。）を除く。）は、地域の指定

があつた日から一年を超えない範囲内において地方運輸局長が定める

日以後においては、指定地域内にある営業所に属する事業用自動車の

運転者が乗務した場合（事業用自動車の運行の態様等を考慮して地方

運輸局長が認める場合を除く。）は、当該自動車の瞬間速度、運行距

離及び運行時間を運行記録計により記録し、かつ、その記録を運転者

ごとに整理して一年間保存しなければならない。

３ 地方運輸局長は、前項の地域及び日の指定をしたときは、遅滞なく

、その旨を公示しなければならない。 １９



７．参考資料

（２）デジタル式運行記録計の一覧（平成28年度補助対象機器）

【参考】運行管理の高度化に対する支援事業にかかる対象機器概要

◆デジタル式運行記録計（その１）
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７．参考資料

（２）デジタル式運行記録計の一覧（平成28年度補助対象機器）

◆デジタル式運行記録計（その２）
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７．参考資料

（２）デジタル式運行記録計の一覧（平成28年度補助対象機器）

◆デジタル式運行記録計（その３）
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７．参考資料

（２）デジタル式運行記録計の一覧（平成28年度補助対象機器）

◆デジタル式運行記録計・映像記録型ドライブレコーダー一体型（その１）
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７．参考資料

（２）デジタル式運行記録計の一覧（平成28年度補助対象機器）
◆デジタル式運行記録計・映像記録型ドライブレコーダー一体型（その２）
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７．参考資料

（２）デジタル式運行記録計の一覧（平成28年度補助対象機器）

◆デジタル式運行記録計・映像記録型ドライブレコーダー一体型（その３）
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７．参考資料

（２）デジタル式運行記録計の一覧（平成28年度補助対象機器）

◆デジタル式運行記録計・映像記録型ドライブレコーダー一体型（その４）
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